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資料１



市町村単位の従業者別産業構造変化: 30年間で、大半が
製造業1位から、医療・福祉、サービス業、小売業へ
図出典「中小企業白書」2017年版
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１ 地域産業構造、雇用の変化
製造業縮小、医療・福祉、サービス業拡大

1. 製造業依存（正規労働）から、医療・福祉、サービス業、小売業（非正規労働）が増加

○就業者が増加しているのは、非正規雇用比率が高い業種（宿泊・飲食、小売、医療・福祉）

○医療・福祉は474万人（2002年）から811万人（2016年）へ、倍増近い

とくに、介護職員数は、介護保険制度創設以降、13年間で116万人増加（約3倍）。非正規率が
高く（約4割）、離職率が高く、人材不足が年々高まっている（第3回事務局資料より）

○2015～2030年 人間的な付加価値を求められる職種（販売従事者、ホームヘルパー・介護
職員等） 190万人増 （第6回事務局資料より）

2. 都市と地方の生産性格差

⇒地方のサービス業の低い生産性。生産性低いのは労働需給ギャップが大きい分野。

○介護25万人不足（2025）、看護3～13万人不足（2025）、保育9万人不足（2017）、建設77～
99万人不足（2025）、運輸9万人不足（2030）、農業60代以下90万人切る（2025） （第6回事務局
資料より）
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○医療・福祉の就業者数は2002年と比較するとほぼ倍増
○就業者が増加したのは非正規雇用比率が高い業種:
飲食・宿泊サービス業（7割）、小売業（6割）、医療・福祉
図出典「中小企業白書」2017年版
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地域間の生産性格差:
○30万人以上都市圏は製造業とサービス業の生産性の差はほぼない。
○30万人未満都市圏や地方圏のサービス業の生産性は製造業の約半分。
図出典『通商白書』2017年版
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２ 住み続けられる地域とは
近年の人口移動と人口減少地域の持続可能性
国土交通省「国土審議会計画推進部会 住み続けられる国土専門委員会」審議報告より

1. 東京一極集中（10万人/年）が続く

2015年、地方圏から三大都市圏に54.0万人が移動し、三大都市
圏から地方圏に43.1万人移動。その差10.9万人が、主に東京圏へ
の転入超過。

2. 三大都市圏から農山漁村（1.3万人 /年）の選択が目立つよう
に

三大都市圏から地方圏への移動では、地方中枢都市から2時間
以上の場合、中小都市（1-20万人）より、農山漁村（1万人未満）の
方が転入率が高い。とくに近年、IT人材が農山漁村に向かう動き。

3. 中小都市（1～20万人）の方がむしろ問題

高速交通・通信網の充実によって、地方中枢都市まで2時間未満
と2時間以上で人口減少や経済・文化機能の衰退に差がみられる。
とくに休日の買い物行動。2時間未満は地方中枢都市に買い物、2
時間以上は圏域で買い物。

⇒①地方中枢都市から2時間未満の地域は人口減少はゆるやか
だが、経済・文化機能が空洞化（中国地方）

②2時間以上の地域は人口減少が顕著（東北地方）

三大都市圏6,581万人

○地方圏（地方中枢都市・東京
から2時間未満）3,651万人

○地方圏（地方中枢都市・東京
から2時間以上）1,428万人

地方中枢都市（政令指定都市。
三大都市圏に含まれる政令指

定都市は除く）1,050万人
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３ 産業、地域、雇用・働き方の変化

高度成長期 安定成長期 失われた20年 人口減少社会へ
の転換期

現在～2040年

フルセット型
規模の経済

頭脳・研究開発
範囲の経済

IT社会
グローバル経済

限界費用ゼロ
価値の経済

農村から都市へ 都市化の進展 ポスト都市化 東京一極集中
田園回帰

全部雇用
サラリーマン＋自営

業

終身雇用 非正規化 ワーク・ライフ・バランス
新たな自営的就労
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地域性と産業立地
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主体 大都市 地方都市 農村地域 経済性

製造業 ◎ → → 規模の経済

ベンチャー企業、新

産業
○ ○ → 範囲の経済

社会的企業、６次産

業化など
△ ○ ◎ 価値の経済

地域と主体立地、経済性のマトリクス



４ 人口減少時代の地域産業政策
多様な働き方、チャレンジを促しつつ、
豊かな生活・文化を支える産業を創出していく社会へ

○時間・場所にとらわれない働き方や、副業・兼業を後押し

フリーランス、自営的就労の支援

⇒将来リスクが大きいため、経済的自立に向けた政策が必要。自助のほか、共助と公助が必要となる分野。

雇用形態に関わらない社会保障制度、人材育成の多様化（企業OJTから公的支援の強化、大学学び直しの支援など）

○「空き」を活用した地域産業政策

・スモールビジネス支援の多様化 起業支援とともに、継ぐ政策の拡充

⇒第3者への事業継承・継業支援、ベンチャー型事業承継（経営資源を受け継ぎつつも新業態へ転換）など

・古民家・商店リノベーション以外に、工場の転用（人口比工場数世界一なのに転用事例は少ない）

○余暇産業、創造産業、シェア産業の拡大

・余暇市場70兆円 豊かになればなるほど対人サービスが増加

・クリエイティブ・クラスの台頭 新しい働き方、ライフスタイルを先導

・シェア産業のビジネスモデルの移入 ⇒ 新規参入をどう支援、あるいは規制するのか?

（例）民泊事業の規制については、自治体ごとに大きく異なる傾向（大阪市は規制緩和、京都市は規制強化）

○人手不足分野（介護、保育、運輸、建設、農業等）への支援
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